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はじめに

　1.「労働４」講義のまとめ、質問、補足

  2.「労働５」講義の目的

１．具体的事例より　＊保育料訴訟（［資料１］参照）

２．対処策と問題点

　1)育児休業

  　　ｲ)男女労働者

　　  ﾛ)労働者の権利（使用者は拒むことができない）

　　  ﾊ)保障内容

　　　　　1.一歳未満の子を養育する男女労働者に育児休業

　　　    2.育児休業をしない労働者に対する特別措置の義務

　　  　  3.一歳から小学校就学までの子を養育する男女労働者に必要な措置義務

　　  ﾆ)休業中の収入：雇用保険から休業前賃金の４０％を支給

　　  ﾎ)問題点

    　　  1.実効性：努力義務  　  2.休業期間中の所得保障   　  3)復職の権利

　2)育児時間

  3)保育所

ｲ)児童福祉法

1.児童の権利条約：児童を権利主体として捉える

　　　　　→意見表明権、表現の自由等、虐待からの権利、etc....

　　　ﾛ)概要

　　　　　1.原理：児童の健全育成を親のみならず社会の責任として

    　　　2.児童：１８歳未満の者

　　　　　　→１歳未満の乳児、小学校就学期までの幼児、１８歳までの少年

　　　　　3.機関：児童相談所、福祉事務所、保健所、児童委員

　　　　　4.施設：児童福祉施設（資料[２]参照）

　　　　　5.措置と費用負担

　　　ﾊ)問題点

　　　　　1.私的入所　　      2.数的現状と問題      　　3.保育料

  4)学童保育

      ｲ)児童福祉法改正

      ﾛ)問題点

　　　　　1.数的現状と問題　　2.諸条件保障

３．今後、どのようにするべきか

1)保育所と措置請求権

　　　ｲ)現状

　　　　　ゼロ歳児保育の現状：保育所、「家庭的保育」、無認可保育所、育児産業

　　　　　保育ニーズ　　　　：延長保育、夜間・休日保育

　　　ﾛ)現行法制度の概要

    　　1.「保育に欠ける」：厚生省の入所措置条例準則に基づき、各自治体の基準による

    　　2.措置、代替措置　　　　3.福祉事務所

　　　ﾊ)措置請求権

　　　　a.原告　：「保育に欠ける」は客観的に定まる

　　　　　　　　　児童福祉法２４条に基づき保護請求権がある

    　　b.被告　：「保育に欠ける」は主観的・相対的概念

　　　　　　　　　財政支出を伴う行政措置は、直接具体的な保護請求権を認めるものでなく、予算の範囲内においてという内在的制約がある。

    　　c.第一審：「保育に欠ける」状況は客観的に存在し、その認定はキ束裁量

　　　　　　　　　ゼロ歳児保育施設の整備拡充を図る政治的責任はあるが、法律上違法と評価するほど明白かつ著しいケ怠があるとはいえない

　　　　　　　　　当該無認可保育園に補助金を支出ので、代替措置をとる必要ない

    　　d.第二審・最高裁：必ず入所措置をとるべきことを定めたものではない

　　　　　　　　　　　保育費用は保護者が負担するので、不措置決定で損害ない

　　　　　　　　　　　無認可保育施設で保育を受けていたので精神的損害もない

    　　e.評釈＜田村＞「適切な保護」は何かが明らかにされるべき

　　　　　　　　　　　「適切な保護」の措置を行なわなくとも損害が生じないと判断することは、市町村の「保育に欠ける」こどもの放置を追及するみちはほとんど閉ざされてしまい、非常識きわまりない。

　　　　　＜堀＞　控訴審は反射的利益論にたっているが、適切でない

　　　　　　　　　　　「保育に欠ける」かどうかの判断にあたっては、予算上の制約というものを児童福祉法は認めていないのではないか

　　　　　　　　　　　違法かどうかについて物理的制約があるので、内在的制約がある

2)法改定（1998年4月1日施行）

　　　ｲ)エンゼル・プラン：「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」

　　　　　　　　　　　　（平成６年１２月１６日、文部省・厚生省・労働省・建設省）

　　　　　子育て支援施策　←厚生省が保育所を進めることを正面から掲げた

　　　　　多様なニーズ

　　　　　契約入所制拡大　←多様なニーズと直結しない

　　　ﾛ)改定内容

　　　　　1.入所　：現行では措置→入所申し込み、希望保育所を記入する

　　　　　2.保育料：現行では親の収入を基準→児童の年齢に応じて定める額

　　　　　3.教護院：現行は非行少年→家庭環境等の理由で生活指導や保護の必要な児童

　　　ﾊ)諸見解

　　　　　a.支持　e.g.自治労、ならびに連合系列の保育団体

　　　　　　　保護者主権が入った

        　　　「措置」制度は人権重視の点から問題であり、残ったことは限界

　　　　　　　エンゼル・プランがあるので、公的責任の後退とはならない

    　　　b.批判　e.g.全国保育団体連絡会

　　　　　　　保育義務についは現行法と同じ、入所申込権を明確なものとした

　　　　　　　選択制は当然で、その強調は経営競争の激化を図るもの

　　　　　　　　背景として、保育に対する要求についての歪んだ考え

　　　　　　　「措置」制度の根幹は入所義務。「措置」＝悪、ではない

　　　　　　「保育コストに応じた保育料」論の誤り
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